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日本における国際協力 NGOの戦略について 
- 外部環境と財務データの視点から - 
要旨 
16DI002 楯晃次 
 
2015年9月の国連総会において、持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable Development 
Goals)が採択された。17の目標と 169のターゲットからなる SDGsは、2030年までの世
界の共通目標として国際機関、国家、企業、NGO等が連携し、環境・気候変動、水問題、
食糧危機、災害、感染症等といった地球規模の課題の解決、改善に取組むこととなった。 
日本では、SDGs の策定以前より政府・企業・NGO が、国際協力に従事してきた経緯
がある。まず公的資金である ODA による開発協力が外務省と JICA を中心に進められて
きた。2015年には、ODA60周年を迎えるとともに、刻一刻と変わる国際情勢や多様化・
複雑化する諸課題に対し、日本がこれまで培ってきた経験や知見、教訓を活かし、諸課題
に対処していくことにより国益を確保するという認識の基、「開発協力大綱」が定められた。
新大綱内では、政府と他セクターとの連携強化の重要性について触れられており、NGO
についても、連携強化や開発協力事業及び能力向上支援を実施することが明記されている。
また NGOや企業といった民間および市民による国際協力も実施され、NGOでは、草の根
的活動を通して、現場のニーズに寄り添った国際協力が行われている。また企業は、海外
進出による現地の経済発展への貢献に加え、企業の社会的責任(CSR：Corporate Social 
Responsibility)や共有価値の創造(CSV：Creating Shared Value)といった考え方を基に
NGOとの協働を通じた国際協力を行っている。 
このように国際協力分野で国内外において NGO の存在感が増してきたことにより、
NGO に関する研究や調査が進められるようになった。しかしながら課題は未だ多く残さ
れている。その中でも、財務面の課題が実態調査で長年抱える課題として指摘される。筆
者が行なったインタビューでも、財務課題は早急に解決したい課題であることが確認され
た。そこで本稿は、日本において収入規模で上位に位置する NGO 団体は、これら財務課
題を解決してきた、という仮定に立ち、これら団体が成長する上でどのような戦略をとっ
てきたのかを財務面に注目しながら明らかにすることを目的とする。以下では、主に外部
環境と財務データ、そしてインタビュー調査データを基に研究を進める。 
第 1章では、本稿が定める NGOの定義と範囲を定める。その為に、まず NGOが国連
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にて初めて用いられたことなどの歴史背景や日本国内における NGO と NPO の概念につ
いてまとめる。次に、本稿が定める定義を明確にした上で、本稿が対象とする NGO の範
囲を、国際協力 NGOセンター(JANIC)のNGOダイレクトリーを基に定めた。 
第 2章では NGOが抱える課題を明らかにした上で、その課題に関する先行研究をまと
める。まず課題を明らかにする為に、予備調査として文献調査や関係者への聞き取り調査
を行い、主な課題を明らかにする。その上で財務課題が最も重要な課題であることから、
財務課題に関する先行研究を確認した。先行研究からは、財務指標を用いた研究と、戦略
に関する研究の 2つアプローチがあることを確認した。財務指標を用いた研究では、政策
の変化などといった不確実な経営環境の中でも、団体の掲げるミッションを達成する為に、
幅広く収入源を確保することで安定的な運営を図ることが望ましいとの Kingma(1993)ら
による研究がある。同様に、収入多様性指標(HHI: Herfindahl-Hirschman Index)が財政
の安定性における重要な指標の 1 つであるという研究が Tuckman & Chang(1991)や
Trussel(2002)などによって行われてきた。更に財務的成長について、Foster & Fine(2007)
が「どのように非営利組織は大きくなるのか」という問いを発し、年間収入 5,000万ドル
を超える大規模団体が、一つの収入源から組織収入全体の 90%を得ており、尚且つその収
入が多様なドナーから得ていることなどを明らかにした。戦略に関しては、Barnard(1938)
以降、様々な定義がされてきたが、Strat(2011)は共語分析を基に戦略の構成要素を明らか
にして独自の定義を行った。 
本稿では、Strat(2011)の「組織は環境に応じて所有する資源を合理的に分配することに
よってパフォーマンスを向上させる」との定義を用いる。またこれら戦略に関する研究を
NGO に応用する流れがあり、日本国内では、小島(1999)が先行研究を基に、協調戦略と
競争戦略、競争戦略の下位戦略として効率戦略と革新戦略にわけ、定性分析を行い、団体
にて用いられる戦略の傾向を明らかにした。また石田(2008)、馬場•山内(2011)、田中ら
(2012)は、海外にて進められてきた財務指標を用いた研究を日本国内の団体に応用し研究
を行った。研究対象は主に中小規模団体であることからも、小規模団体から中規模団体へ
の成長パターンや規模の安定に関する研究が進められた。ただし一方で、中規模から大規
模団体へ成長することに関する研究がないことが残された課題であった。 
第 3章では、戦略を考える際に、まず外部環境を把握することからも、戦後から現在ま
でに NGO に影響を与えたと考えられる外部環境を確認する。その為に、政治的
(Political)・経済的(Economic)・社会的(Social)・技術的(Technology)環境のいわゆる PEST
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分析を用いる。まず政治的環境では、戦後賠償に起因する日本の国際協力政策、特に ODA
について、歴史的背景をまとめた。また 1990 年以降、活発になった NGO への補助金の
種類と供出額の変化について示した。経済的環境においては、企業が NGO とどのように
関わってきたのか、特に CSR・CSVなどの概念を整理するとともに協働事例を提示した。
社会的環境及び技術的環境については、NGO の設立の契機となった社会的な出来事を時
系列で確認すると共に、技術革新がNGOに与えた影響について事例を挙げた。 
第 4章では、本稿の研究対象団体を選定した上で、団体の成長要因について財務データ
やインタビュー調査データを基に分析・考察する。まず NGO 業界に属する団体数、設立
年、法人格、業界規模とその規模内訳を確認する為に、NGO の財務データベースを独自
に構築した。次に本稿の研究対象団体を選定する為に、業界規模の推移を確認し、2016
年度の収入規模で上位に位置する団体を選定した。その上で研究対象を 15 団体に定め、
財務諸表を含む事業報告書を収集し、団体毎の収入推移を確認した。更に財務データを基
にした分析だけでなく、数値には現れないが、自団体が考える成長要因を明らかにする為
に、インタビュー調査を実施した。最後に、収入推移とインタビュー調査において得られ
たデータを基に、各団体の成長理由を分析した。 
第 5章では、対象団体に共通する成長要因を、外部環境と財務データ、そしてインタビ
ュー調査データから抽出し、日本において収入規模で上位に位置する NGO がとってきた
戦略を明らかにする。具体的には、まず対象 15 団体の収入を合算し、収入推移を確認し
た。団体によっては、事業報告書に欠損年度があるが、年間平均成長率を基に算出した。
その上で、まず収入推移とその内訳について確認し、次に財務指標を用いて成長要因を分
析した。収入規模が大きい団体は収入源が集中するという Foster & Fine(2007)の指摘を
基に、対象 15団体の HHIを算出し相関分析を行なった。収入源の集中化と収入規模につ
いては、中程度の正の相関がみられた(r=.569,p<0.01)。更に団体の設立年と収入規模につ
いて相関を確認し、弱い正の相関を確認した(r=.275,p<0.01)。加えて団体の設立年数と収
入集中化について相関分析を行い、弱い正の相関を確認した(r=.259,p<0.01)。 
このことからも、団体の活動期間と成長に一定の関係があるものの、もっとも大きな成
長要因は団体の収入源の集中化であった。規模が 10 億円を超えた以降は、収入源がより
集中化することも明らかになった。そこで規模が 10 億円を超える団体が行う事業につい
て確認したところ、核となる事業が存在していることが明らかになった。ここでいう事業
とは、事業収入のことではなく、その団体が提供するサービスや商品といったビジネスの
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ことである。その為団体によって主な収入源も、寄付金であったり、助成・補助金であっ
たりする。このことからも平常時においては、これら核となる事業の強化が必要であるこ
とが示された。また先に挙げた馬場・山内(2010)などの研究では、小規模から中規模へ拡
大をするには、事業収入の重要性が指摘されたが、本稿が対象とする大規模団体では、必
ずしも事業収入の拡大とは限らず、団体毎に異なっていた。この点は、先行研究にはない
新しい発見である。 
次に、インタビュー調査にて団体が成長要因に挙げた外部環境について確認を行った。
いくつか挙げられた外部環境の内、欠損データの無い 2011 年の東日本大震災について分
析を行った結果、震災対応を行ったか否かで、収入規模を成長または維持につなげている
ことがわかった。また阪神淡路大震災などの社会的な出来事の発生を、収入推移と照らし
合わせた結果、発生年度は一過性であるものの対応した団体では成長している様子が確認
できた。更に数値として表すことはできないが、これら社会的な出来事に対応することで、
一般の人がその団体を知る機会になることや、得られた一過性の寄付や助成・補助金など
を、団体の組織基盤強化に活用することにより、その後の成長につなげていることも把握
できた。 
これらの結果を本稿が定義する戦略に適応すると次のことが言える。組織は、環境の変
化に応じて所有する資源を合理的に分配することで収入規模を成長させる (Strat 2011)。
ここでいう NGO の環境とは、上述の通り、平常時と外部環境が変化する社会的な出来事
の 2つがある。つまり NGOが成長するために採るべき戦略は、平常時と外部環境が変化
する社会的な出来事と分けて決定することが求められる。具体的には、まず平常時では、
主に支援者のニーズを分析し、そのニーズに応じた活動に対して、資源を合理的に分配す
る、つまり各団体に適した事業に特化し、収入源を集中化させることで、団体の成長につ
なげる。次に外部環境が変化するほどの社会的な出来事の発生時には、積極的にそれらに
対応することで、新たにヒト・モノ・カネ・情報といった資源を得ることができる。また
団体の知名度を高める機会になることや、新たに得た資源を平常時における主な活動、ま
たそれを支える組織基盤の強化に向けるこで更なる成長を実現させるのである。こうした
2 つの異なる環境下に適した戦略をとり続けることが、成長する為に必要であると結論づ
けた。 
本稿の研究は、日本国の大規模団体を対象としている。これは中小規模の団体にも適用
できるはずである。また、本稿の調査対象は健全な団体を対象としているが、一時期はそ
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れなりの規模や注目を得ていたが、すでに退場したかそれに近い状態にある団体、加えて
一定額まで規模を上昇させた後、停滞が続く団体との比較が考えられる。そこからは、新
たな成長要因が発見できる可能性がある。更に国内外の主だった外部環境の変化を成長機
会と捉えたが、支援する国・地域の経済や教育状況、政策の変化も対象化し、分析に含め
ることも残された課題である。その他に本稿の研究は団体側の視点からの考察であるが、
政府や財団、企業、一般寄付者などの支援者側の視点からの、NGO 研究も必要である。
今後の課題としたい。 





